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決算のあらましと　　職員給与・人事行政

　令和5年度の伯耆町一般会計決算は、前年度決算額に対して、歳入では3億8,581万円、歳出では2億
5,009万円の増額となり、実質収支は4億3,490万円の黒字となりました。
　原油価格や食料品等の価格高騰の影響を受けた家計を支援するため、ガソリン等購入助成券の配布、上水
道料金の減免をはじめとした、地域の実情に応じた事業を実施しました。
　事業の実施にあたっては、国や県からの補助金や各種助成金、ふるさと納税等を積極的に活用するととも
に、交付税措置のある財政的に有利な地方債も活用することで、健全な財政運営や将来の財政負担の軽減に
努めました。

１．一般会計

76億1，781万円
（令和4年度比－3.2%）

●普通建設事業費：前年度に実施した岸本保健福祉
センター改修事業が完了したため、2億246万円
の減少。
●公債費：学校耐震化など大規模改修の償還が完了
したため、8,933万円の減少。
●積立金：公共施設整備のための基金積立額の増な
どにより、9,079万円増加。
｠

●町税：新築家屋の増加、大規模工場の新設などに
よる固定資産税の増加などにより、町税全体で
2,412万円増加。
●地方交付税：地方債の償還が減少し、償還に対し
て措置される普通交付税が減少したため、1億
107万円減少。
●国庫支出金：新型コロナウイルスの感染拡大防止
対策やワクチン接種事業費が減少し、1億
4,305万円減少。
●地方債：普通建設事業の減少などにより、1億
8,410万円減少。

主な特徴 主な特徴

補助費等
26.9%

20億5,215万円

人件費
20.3%

15億4,478万円

公債費
13.2%

10億232万円

物件費
13.7%

10億4,529万円

普通建設事業費
7.4%

5億6,287万円

扶助費
10.6%
8億558万円

積立金
3.0%

2億2,790万円
繰出金
4.1%

3億1,338万円

その他
0.8%
6,354万円

町税
16.9%

13億6,731万円 諸収入
1.5%

1億2,384万円

寄附金
0.8%
6,642万円

分担金及び負担金
0.7%
5,809万円

使用料及び手数料
0.7%
5,560万円

その他（自主財源）
1.1%
8,194万円

町債
3.6%

2億9,100万円

各種交付金
3.9%

3億1,581万円 地方譲与税
1.0%
8,385万円

県支出金
6.8%

5億5,129万円

国庫支出金
9.5%

7億6,391万円

繰越金
7.4%

5億9,628万円

歳出（支出）
総額

80億7，837万円
（令和4年度比－4.6%）

歳入（収入）
総額

地方交付税
46.1%

37億2,303万円　

自主財源
29.1%

23億4,948万円

依存財源
70.9%

57億2,889万円

区　分 歳入額
①

歳出額
②

歳入歳出差引③
（①－②）

翌年度へ繰り越す
べき財源④

実質収支
（③－④）

単年度収支
ア－イ

令和5年度🄐 80億7,837万円 76億1,781万円 4億6,057万円 2,566万円 ア4億3,490万円 △6,959万円

令和4年度🄑 84億6,418万円 78億6,790万円 5億9,628万円 9,178万円 イ5億   450万円 1億6,962万円

増減🄐－🄑 △3億8,581万円 △2億5,009万円 △1億3,571万円 △6,612万円 △6,960万円 △2億3,921万円

一般会計収支
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決算のあらましと　　職員給与・人事行政伯耆町令和５年度
▼上水道料金免除等支援………………………………………… 4,044万円

▼ガソリン等購入助成券配布事業……………………… 1億1,355万円
　物価高騰などの影響を受けている各家庭を支援するため、上水道料金の減免、ガソリン等購入助成券の配
布を行いました。

▼農業経営収入保険料等緊急支援事業……………………… 1,002万円
　燃料、資材等の高騰により経営を圧迫されている農家への支援のため、農業経営収入保険および農作物共
済の農家負担分を補助しました。

▼給食センター管理事務費（学校給食費補助金）…………… 3,052万円
　食材の高騰が続き、給食費１食あたり10円値上げを行いましたが、令和４年度まで実施していた１食あ
たり200円補助に、10円を上乗せして補助を行い、家庭の負担軽減を図りました。

▼桝水フィールドステーション長寿命化事業……………… 5,155万円
　避難所としての機能強化
　施設の有効活用に必要な長寿命化工事

▼海洋センタープール改修……………………………………… 3,516万円
　B&G財団の修繕助成事業を活用して、設備の更新や改修工事

▼総合スポーツ公園　トイレ、歩道改修…………………… 1,181万円
　老朽化していたトイレ、公園内の歩道の改修

新型コロナウイルス感染症・物価高騰対策のため、地方創生臨時交付金
を活用した主な事業

令和５年度の主な事業

総合スポーツ公園海洋センタープール桝水フィールドステーション

目的別の支出額
総務費

14億４６９万円
（  13.7万円）

民生費

22億3,859万円
（  21.8万円）

衛生費

6億9,109万円
（  6.7万円）

農林
水産業費
6億5,553万円
（  6.4万円）

商工費

1億5,077万円
（  1.5万円）

土木費

4億9,209万円
（  4.8万円）

消防費

2億2,274万円
（  2.2万円）

教育費

6億5,040万円
（  6.3万円）

災害
復旧費
1,902万円
（  0.2万円）

公債費

10億232万円
（  9.8万円）

※(　)内は、一人当たりの支出額を算出しています。
※一人当たりの金額は、令和６年３月末現在の人口 10,270人で割った額です。
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２．特別会計

３．健全化判断比率

　特別会計は、町が特定の事業を行う場合に一般会計とは区分して経理するために設けている会計です。保
険料や料金収入等による独立採算を原則としますが、会計によっては一定のルール等に基づいて一般会計が
繰出（負担）を行っています。

実 質 赤 字 比 率
　一般会計等の実質赤字額の、標準財政規模（人口、面積等から算定する当該団体の標準的な一般財源の規
模）に対する比率です。
　「－」は、実質赤字が生じていないことを表しています。

連結実質赤字比率
　町全体での実質赤字額（または資金不足額）の、標準財政規模に対する比率です。
　「－」は、実質赤字が生じていないことを表しています。

実質公債費比率
　町全体の公債費等の、標準財政規模に対する比率で、過去3か年の平均で示されます。言い換えると、１
年間の収入に対する借金返済の負担割合です。18％を超えると借金するために許可が必要となりますが、
伯耆町の数値は大幅に下回っています。

将 来 負 担 比 率
　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の、標準財政規模に対する比率です。
　「－」は、現在の預金等で地方債（借金）をはじめとする将来的な負担をカバーできることを表しています。

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく、令和５年度決算に係る健全化判断比率の算定結果を
お知らせします。
　各比率は地方公共団体の財政の健全性を表しており、伯耆町はいずれの比率も健全段階に位置しています。

（単位：万円）

会計名 歳入 歳出 差引
伯耆町町営公園墓地事業特別会計 1,036 225 811
伯耆町住宅新築資金等貸付事業特別会計 31 2,313 △ 2,282
伯耆町地域交通特別会計 11,819 11,819 0
伯耆町国民健康保険特別会計 135,131 132,662 2,469
伯耆町後期高齢者医療特別会計 16,889 16,857 32
伯耆町丸山地区専用水道事業特別会計 819 819 0
伯耆町浄化槽整備事業特別会計 2,318 1,460 858
伯耆町索道事業特別会計 2,108 3,214 △ 1,106

合　　計 170,151 169,369 782

（単位：万円）

伯耆町水道事業会計
（企業会計） 決算額

収益的収入（税込） 37,427
収益的支出（税込） 25,932
資本的収入 4,330
資本的支出 16,222

伯耆町下水道事業
会計（企業会計） 決算額

収益的収入（税込） 52,043
収益的支出（税込） 46,958
資本的収入 25,931
資本的支出 28,548

（単位：％）

比率区分
伯耆町の比率 早期健全化

基準
財政再生
基準５年度 ４年度

実 質 赤 字 比 率 － － 14.83 20.0
連 結 実 質 赤 字 比 率 － － 19.83 30.0
実 質 公 債 費 比 率 7.9 6.8 25.0 35.0
将 来 負 担 比 率 － － 350.0
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伯耆町職員の給与等の状況
■人件費の状況（普通会計決算状況）

区　　分 住民基本台帳人口
（令和6年3月末現在）

歳出額
Ａ 実質収支 人件費

Ｂ
人件費率
Ｂ／Ａ

令和5年度
人件費率

令和5年度 10,270人 7,634,323千円 420,195千円 1,538,212千円 20.1% 19.3%
※令和5年度　地方財政状況調査より

■職員の初任給の状況（令和6年4月1日現在）

区　　　　　分 伯　耆　町 国

一般行政職
大学卒 196,200円 196,200円
高校卒 166,600円 166,600円

■職員の平均給料月額と平均年齢（令和6年4月1日現在）

区　　分 平均給料月額 平均年齢
一般行政職 325,600円 44.1歳

※令和6年度　地方公務員給与実態調査より

■特別職の報酬等の状況（令和6年9月1日）
区　　　分 給料・報酬月額 期　　末　　手　　当
町　　　長 814,000円

給料・報酬月額に20％を加算し、
それに次の数を乗じた額

  6月　1.700月分
12月　1.700月分
    計　  3.40月分

副　町　長 651,000円
教　育　長 611,000円
議　　　長 323,000円
副　議　長 249,000円
議　　　員 235,000円

■職員数の状況（令和6年4月1日）
区　　分 職員数

一 般 行 政 部 門 100人
教 育 部 門   18人
公営企業等会計部門   12人
合　　　計 130人

■主な職員手当の状況
①期末・勤勉手当（令和6年度支給割合）

区　　分 ６月支給 １２月支給 合　　計
期末手当 1.225月分 1.225月分 2.45月分
勤勉手当 1.025月分 1.025月分 2.05月分
合　　計 2.25月分 2.25月分 4.50月分

支給率をかける基準金額は、職制上の段階、職務の等級によって加算措置があります。

②その他主な手当（令和6年4月1日）
区　　分 内　　　　　容

扶養手当

○子 月額　10,000円
○配偶者・父母等 月額　  6,500円
○満15歳に達する日後の最初の４月１日から満22歳に達する
　日以後の最初の３月31日までの間にある子 1人につき5,000円加算

住居手当 ○月額16,000円を超える家賃を支払って借家等に住む職員 家賃の額に応じ、
月額28,000円を限度に支給

通勤手当
○交通機関等利用者 運賃の額に応じ、

月額55,000円を限度に支給

○自動車等使用者 通勤距離に応じ、
2,000円～31,600円支給

管理職手当

○管理又は監督の地位の職員に支給
　課長・教育次長・議会事務局長・会計管理者・参事監・
　相当高度な知識又は経験を有する所長
　室長・事務局長・所長・参事・館長

　
　
35,000円
30,000円

特殊勤務手当 ○特別の考慮を必要とする特殊の勤務に従事したときに支給
（町税事務従事職員手当）

時間外勤務手当 ○正規の勤務時間を超えて勤務した場合に支給
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伯耆町情報公開及び個人情報保護制度の運用状況
令和5年度中の伯耆町における情報公開及び個人情報保護制度の運用状況についてお知らせします。

請求数 決定の内訳
公開 一部公開 非公開 文書不存在 却下

情報公開制度 2件 2件 0件 0件 0件 0件
個人情報保護制度 0件 0件 0件 0件 0件 0件
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職員の任免に
関する状況

職員の勤務時間
その他勤務状況

職員の
服務の状況

職員の分限・
懲戒処分の状況 ①分限処分（令和5年度）　0人　　　②懲戒処分（令和5年度）　0人

職員の
研修の状況

職員の
人事評価の状況

職員の
福祉・利益の
保護の状況

職員の
退職管理の状況

伯耆町人事行政の運営状況 令和5年度中の伯耆町における人事行政の運営
状況についてお知らせします。

②退職の状況
区  　分 定　　年 応募認定 自己都合・その他 計

令和6年3月31日付 2人 1人 1人 4人
年　度　中　途 0人 0人 0人 0人

①採用試験実施状況（令和6年4月採用分）
区  　分 受験者数 合格者数 採用者数
一般事務 9人 3人 3人

一般事務（障がい者対象） 0人 0人 0人

区  　分 受験者数 合格者数 採用者数
保育士 3人 2人 2人
保健師 0人 0人 0人

①勤務時間（一般職の標準的なもの（令和6年4月1日現在））
正規の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間

１週間あたり38時間45分 8時30分 17時15分 12時～13時
②年次有給休暇の取得状況（令和5年度）
１人当たりの平均使用日数 14.5日
使用率（総使用日数／総付与日数）　　 30.5%

③育児休業の取得件数（令和5年度）
　新規取得 1件

職員には全体の奉仕者として地方公務員法の規定により次のような義務が課せられています。
⃝服務の宣誓　⃝法令等及び上司の職務上の命令に従う義務　⃝信用失墜行為の禁止　⃝秘密を守る義務
⃝職務に専念する義務　⃝政治的行為の禁止　⃝争議行為等の禁止　⃝営利企業への従事等の制限

＜職務専念義務の免除＞
法律又は条例で定めるところにより、例外的に
免除となります。
・分限休職処分を受けた場合
・育児休業をする場合
・研修を受ける場合
・厚生に関する計画の実施に参加する場合

＜営利企業等の従事に関する許可＞
職員から申請があった場合は、次のいずれも満たしている
場合に限り許可されます。
・職員の占めている職と営利企業との間に特別な利害関係
またはその発生のおそれがない場合
・営利企業に従事しても職務の遂行に支障がないと認める場合
・地方公務員法の精神に反しないと認められる場合

研　修　内　容 参加者数
鳥取県人材開発センター研修 39件
町村会等研修 19件
庁内研修（ハラスメント研修・人権研修など） 全職員対象

区  　分 内容
評価の種別 能力評価 目標管理
評価の回数 1回 1回
評価の時期 10月 ４月
評価の対象者数 368人 368人

※対象職員は、派遣職員・再任用短時間勤務職員・育児休業職員・
　４ヶ月以上在職していない職員を除く職員である

令和5年度退職者数 4人 うち伯耆町職員の退職管理に関する条例第３条に定める届出者数 0人

①職員の健康診断の状況（令和5年度）
区  　分 受診者数

一般健康診断 165人
人間ドック 138人
②（財）鳥取県市町村職員互助会について（令和5年度）
（ア）負担率

職員掛金 町負担金 負担割合（職員：町）
対給料月額 2.0/1000 2.0/1000 １：１ 伯耆町負担金　1,802千円

（職員一人当たり9,740円）

（イ）事業内容
給付事業 出産祝金・結婚祝金・弔慰金・入学（就職）祝金・退会せん別金
福祉事業 宿泊保養施設利用助成・インフルエンザ予防接種・健康ウォーク
③勤務条件に関する措置の要求の状況（令和5年度）　　　　該当なし
④不利益処分に関する不服申立ての状況（令和5年度）　　　該当なし

問い合わせ先 総務課　  0859-68-3111
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